
自治体AI共同開発推進事業

【事業概要】
AI活用が進められていない行政分野へのAI導入や、クラウドサービスとして共同利用できるAI導入についての

開発実証等を行うことにより、自治体が共同で使えるクラウドAIサービスの導入に向けた標準仕様及び導入に当
たっての留意点・手順を「自治体AI活用ガイドブック（仮称）」として確立し、全国の自治体におけるクラウドAIサー
ビスの共同利用を推進する。

（所管）総務省

【これまでの取組・現状】

○ 減少を続ける自治体職員を本来注力するべき業務に振り向けるため、
急速に進展しつつあるAI等革新的ビッグデータ処理技術の活用による業
務の効率化・高度化を推進することは喫緊の課題。

○ 「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日閣議定）
では「関係府省庁は、地方自治体と連携して横展開可能なAIを開発し、
全国に広げていく」と、「成長戦略フォローアップ」（令和元年６月21
日閣議決定）では「遅くとも2020年代に各行政分野において標準システ
ムやAI・RPA等のサービスの全国的な提供、地方公共団体における全て
の手続の原則電子化・ペーパレス化を実現する」とされている。

○ 令和元年度(平成30年度２次補正予算)は、複数自治体で利用可能とな
るクラウドAIの実証を行っている。

【目標・成果イメージ】
○ 令和２年度末までに300地域において、AI等革新的ビッグデータ処理

技術を活用する取組を創出。

○ 幅広い自治体が共同で安心して利用できる新たなクラウドAIサービ
スを実現し、業務効率化による職員の負担軽減や住民サービスの向上
につなげる。

【Ｒ２当初予算： ３.０億円（新規）】
【Ｈ３０補正予算： ３.９億円の内数】

※革新的ビッグデータ処理技術導入推進事業

導入促進

・業務効率化
・人材不足へ対応
・地域課題の解決
・住民サービス向上
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【別紙２】

問い合わせ先：
情報流通行政局地域通信振興課（03‐5253‐5756）



⾃治体⾏政
スマートプロジェクト

⾃治体AI
共同開発推進事業 連携⽅式

１ 令和２年度に提案 令和２年度に提案 令和２年度に両事業に同時に提案する。

２ 令和元年度に事業を
実施済み 令和２年度に提案

令和元年度に「⾃治体⾏政スマートプロジェク
ト」を実施した団体が、同プロジェクトの成果を踏ま
えて、AI導⼊を⾏うため「⾃治体AI共同開発推
進事業」に提案する。
（令和元年度「⾃治体⾏政スマートプロジェクト」
の実施地域と同じ地域を対象とする。）

３
令和元年度の事業実施
／令和2年度の提案

いずれもなし
令和２年度に提案

令和元年度「⾃治体⾏政スマートプロジェクト」
実施団体以外の団体が、同プロジェクトの成果を
踏まえていることを説明した上で、「⾃治体AI共同
開発推進事業」に提案する。
（令和元年度「⾃治体⾏政スマートプロジェクト」
の実施地域と別の地域を対象とする。）

自治体行政スマートプロジェクトと自治体AI共同開発推進事業の連携

 令和２年度においては、⾃治体⾏政スマートプロジェクトと⾃治体AI共同開発推進事業の両事
業が連携した形で執⾏することとしています。

 連携のパターンとしては、下表の３パターンが考えられます。


